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１． 研究課題  

原子力の課題には、計画から稼働するまでに要する大きな初期投資の低減と、万が一の事故時の

社会的コストの低減がある。それらの共通課題には、発電用タービンを駆動する蒸気と原子炉冷却

材を分離するために複雑なシステムの簡素化がある。水は臨界点（374 ℃, 22.1 MPa）を超えると

「水」と「蒸気」の区別がない「超臨界水」となり、日本では古くから石炭火力発電で用いられて

きた。同様に原子炉を冷やした冷却材で直接タービンを回して発電するのが「第四世代スーパー軽

水炉」である。理論上最もシンプルでコンパクトな原子炉システムであるため、既存の原子炉に比

べ初期投資を大幅に低減できる。さらに、万が一の事故時にも原子炉容器の中に燃料デブリを閉じ

込めたまま、その外から冷やすことができるため、究極的には事故後に原子炉容器を取り換えるの

みで事故から復旧して再稼働できる。このような新型炉概念構築のため以下に取り組む： 

（１） 現行軽水炉・革新軽水炉から技術的連続性がある第四世代スーパー軽水炉の炉心概念の構

築（燃料＋炉物理＋伝熱流動研究）。 

（２） 過酷状況下の原子炉システム挙動の理解の深化と信頼性・耐性向上の研究（計算科学＋実

験研究）。 

（３） 過酷事故に対する耐性を向上する新たな原子炉システム概念の構築（プラント概念研究）。 

２． 主な研究成果  
現行軽水炉・革新軽水炉から技術的連続性がある第四世代スーパー軽水炉の炉心概念の構築のた

めに、本年度は炉容器内終息が可能な超臨界水冷却高速炉の炉心設計概念を構築した。超臨界圧軽

水冷却高速炉（スーパー高速炉）は水冷却炉のため、減圧時に注水に失敗すると炉心が空焚きにな

り、過酷事故時に全炉心がメルトダウンする想定で対策が必要である。一方、高速炉の炉心は最大

反応度体系にないため、炉心がメルトダウンすると正の反応度が投入される。従来の研究では小型

スーパー高速炉の過酷事故時に全炉心のメルトダウンと正の反応度投入が重畳する場合の対策に、

圧力容器（RPV）底部に中性子吸収材を併用するデブリ分散塊（disperser）を敷設する炉容器内終

息（IVR）と炉心設計概念（IVR-D）が示されていた。しかし、燃料デブリの臨界性を低減するには、

平均取出燃焼度（運転サイクル長）等の炉心性能を従来の設計に比べて大幅に制限する必要があり、

炉心体積の約 30％以上の大きな disperser の敷設が必要とされた。 

本研究では、スーパー高速炉は炉心部の冷却材密度・温度変化が大きく、多様な炉心を設計でき

ることに着目し、メルトダウン時のデブリ臨界性低減に効果的な炉心設計パラメータを明らかにし

た。図 1に例示するように、入口温度が高い（中性子スペクトルが硬い）炉心の性能向上とデブリ

臨界性の低減を両立するには径方向出力分布の平坦化（出力ピーキングの低減）が課題となること

が分かった。そこで、2種類の異なる Pu 富化度の燃料集合体を用いて炉心を径方向 2 領域に分け、

径方向出力分布の平坦化を図ったが、炉心の臨界性低下を補うために必要な炉心平均 Pu富化度が



 

増加するため、図 1に示した炉心性能の向上とデブリ臨界性の低減はトレード・オフ関係にあると

分かった。 

 

 
 

過酷状況下の原子炉システム挙動の理解の深化と信頼性・耐性向上の研究では、現行軽水炉シス

テムは水と蒸気を分離する必要があり、その特徴に基づいて過酷事故に対応していることに着目し

た。蒸気発生器（SG）で気水分離する PWR は格納容器（PCV）が大型化するため事故時に発生する

蒸気は大きなドライウェル（D/W）空間で保持すると共に、圧力容器（RPV）底部貫通構造を排して

周囲を冠水し、RPV 下部プレナム内の燃料デブリを外から冷やす炉容器内終息（IVR）が可能である。

一方、SGを排した BWR は PCV を小型化できるため、事故時に発生する蒸気は圧力抑制室（S/C）の

プール水で凝縮するが、制御棒を気水分離系で占有される炉心上部ではなく下部から挿入する必要

があるため、IVR を採用できない。気液相変化がない超臨界水を冷却材に用いる超臨界圧炉は気水

分離系が不要なため、本研究では、新たにIVRと S/Cを組み合わせた過酷事故対策概念に着想した。

超臨界圧炉の IVR 実施時の除熱性、RPV 下部におけるデブリ再臨界を避ける設計は先行研究で検討

されているため、本年度は IVR 実施時の S/C 付小型 PCV の圧力・温度負荷対策概念を構築し、その

事故時圧力・温度特性を明らかにした。図 2 に例示するように、IVR を実施した場合、RHR 回復後

速やかな S/C の蒸気分圧の低下に伴って S/C 及び D/W 圧力が低下して PCV ベントが回避できた。 

 

 

 



 

過酷事故に対する耐性を向上する新たな原子炉システム概念の構築研究では、コア・コンクリー

ト相互作用（MCCI）における酸化溶融物中のコンクリート含有率に依存する固液相線温度変化及び

CCI-3 実験中に測定された温度分布に着目した。多くの実験に共通する特徴（初期溶融物が温度成

層化しやすく、クラストの崩壊熱が模擬できないこと）が CCI-3 実験でクラストを介した非等方浸

食をもたらした可能性に着想し、凝固直前の流動を解析可能な改良 MPS 法でこれらが CCI-3 実験の

非等方浸食をもたらした機構を示した。解析では初期に底面と側面に等方的にクラストが形成し、

底面クラストは側面クラストに比べて長時間維持された。このときのコンクリート浸食を実験結果

と比較すると、解析は底面クラストの持続時間を過小評価している可能性があることが分かった。

一方、実験では最初から側面にはクラストが形成されていなかったかのように側面が浸食されてお

り、解析は側面浸食を過大評価している。これらの実験と解析の差をもたらした要因の一つには、

初期温度分布の影響が考えられることが分かった。 
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５． 研究活動の課題と展望 

国家のエネルギーセキュリティの重要性が改めて見直されている。原子力は資源を持たないわが

国にとって準国産のエネルギーであり、「カーボンニュートラル」達成のためにも重要な役割を果

たすと期待されるが、2011 年に経験した東京電力福島第一原子力発電所(1F)の事故を乗り越え、将

来展望を学術的に示す必要がある。そのためには、史上最も困難とされている 1F の廃炉をやり遂

げ、二度とそのような事故が起こらないような技術革新の道筋を示す必要がある。本プロジェクト

研究では、これらに貢献するため、以下の 3つの研究開発領域に取り組んでいる。 

 



 

（１）事故進展解析 

1F の着実な廃炉及び将来の事故対策のためには 1F 事故がどのような事故であったのかを明らか

にする必要があるが、事故当時の限られたプラントデータや、現在のプラントの状態から、各号機

がどのような事故進展を辿ったのかを推定することは困難である。そこで、事故当時のプラントデ

ータと現在のプラント状態をつなぐ事故進展解析を実施することで、どのような事故であったのか

を知り、現在の炉内状況を重層的に理解することができると考えられる。従来の事故進展解析に加

え、近年開発されている革新的な数値解析手法を用いることで原子炉過酷事故に伴う現象の理解を

深め事故進展評価の不確かさを低減できると考えられる。1F の事故進展については 2023 年度には

日本原子力学会の福島第一原子力発電所廃炉検討委員会に新たに 1F 事故探究分科会（主査：山路

哲史）が設置された。2024 年度には同分科会の活動の一環として重要度ランキングテーブル（PIRT）

作成ワーキンググループの活動が始まり、日本原子力学会 2026 年春の年会の企画セッション「福

島第一廃炉の安定化に関する討論」にもその成果が報告・反映された。 

（２）第四世代軽水冷却炉の炉心・プラント概念設計 

革新軽水炉や小型モジュール炉の研究開発ではウラン燃料濃縮度を従来よりも高めた 5％を超え

る濃縮 U（HALEU）燃料の利用、過酷事故に対する耐性を強化した燃料（事故耐性燃料：ATF）の利

用、プルサーマル燃料（MOX 燃料）の利用等が検討されており、これらの検討は既存の軽水炉の技

術課題とも共通し、且つ、本研究で取り組む第四世代軽水炉の研究開発課題とも共通する。これら

共通課題に取り組むことで、本研究の成果は既存の軽水炉、革新軽水炉、小型モジュール炉等、様々

な炉の研究開発に貢献することができる。 

 

（３）溶融物挙動解析 

上述の事故進展解析ではプラント全体の事故時挙動を現実的な解析コストでとらえるために、あ

る程度の解析モデルの簡略化が必要であり、過去の限られた実験データから導出された経験則も多

用している。流動に伴う自由界面の変化をラグランジュ法に基づいて離散化する MPS 法（粒子法）

は自由界面の機構論的な追跡に加え、流体の熱物性の正確な追跡と物性およびエンタルピーの変化

に基づく固液相変化モデルにより、伝熱・流動・相変化を機構論的にモデル化することが可能であ

る。このような最新の解析手法を事故進展解析と連成して用いることで、実験が困難な極限状態の

炉内状況や事故進展の詳細を推定することができる。2024年度は1F1号機ペデスタルの損傷状況は、

従来のコア・コンクリート反応（MCCI）の理解では説明が困難であったが、MCCI 二次生成物の影響

も考慮することで現在のプラント内部状況と整合する事故進展が考えられることを提案した。2025

年度の検討では、1F1 号機 D/W 堆積物の傾斜や棚状堆積物の形成過程を MCCI 二次生成物の移行・堆

積挙動で説明できることを示した。2026 年度以降にはそのような MCCI 二次生成物の生成過程を検

討する。 


